
 

 

 

 

１ 主題設定の理由 
  学校現場では、長時間労働や多忙化が課題と    
なり、「学校における働き方改革」が進められてい
る。教員の業務改善・業務分担・効率化を進める中
で、学校運営の中核を担う教頭の専門性がこれまで
にない形で求められている。そういった背景を踏ま
え、本班における研究では、教頭の専門性が組織の
中でどのように求められているかについて、各学校
の課題解決という実践の中で得られた成果をまと
め、変革期における望ましい教頭業務のあり方を明
確にするために本主題を設定した。 

 
２ 研究のねらい 

働き方改革は単なる「仕事の削減」ではなく、
学校を持続可能にする教育経営の変革ととらえ、
その中で教頭は、現場の実情を最もよく理解し、
改善を実行できる立場にある。 

  そのような改革の中、各学校では教育の多様化
に加え、校務用端末の変更や新しい情報システム
といったさまざまな変革が求められている。大き
な変化の中で教頭の専門性が的確に発揮され、効
果的な学校改革が進められるよう、どのような役
割があるか、どのような働きが大切かを究明す
る。 

 
３ 研究の概要と成果（各学校の実践より） 
 
 (1) マネジメントの専門性 
  ◯ 学校全体の業務を俯瞰し、業務改善を計

画・実行する力。 
  ◯ 校務分掌や時間割、会議のあり方を見直

し、効率的な運営を図る。 
  ◯ 教職員の働き方の実態を把握し、改善のた

めのデータ分析や意識改革をリードする。 
 
【穆佐小】「学校の意識改革」 
教職員の働き方の実態を把握し、改善に向けた意識

改革をリードしてきた。まず、ＩＣＴによる 校務効
率化のため、本校独自のポータルサイトを作成・活用
し、情報の共有化を図った。更に、退庁時刻の留守録
セットをについて PTA 役員とも協議し、保護者へ周知
したうえで電話対応を勤務時間内に行うことを基本と
した。また、初任者と２年目教員の研究授業を主題研
に組み入れたり、初期研担当職員との連絡調整を行っ
たりすることで、授業力の向上の一助となった。 
これらの改善を基盤に、ワークライフバランスを確
立し、教頭がＯＪＴの要となり人材育成を図ること
ができた。今後は、専門性を発揮し、教員が心身共
に健康で活躍できる組織を目指していきたい。 
 
 (2) リーダーシップの専門性 
  ◯ 校長と教職員をつなぐ「中間管理職」とし

ての調整・支援力。 
 

 
 
 
             
  ◯ 教員一人ひとりの強みを活かし、チームと

して働ける環境をつくる。 
  ◯ 「働きやすさ」と「教育の質」の両立をめ

ざすリーダーシップ。 
 
【小戸小】「働き方改革」 
本年度、私はマネジメントの専門性を意識して、

宮崎市における働き方改革の取組と学校の実情を踏
まえながら、教職員の業務改善に取り組んだ。 
宮崎市教育委員会が策定した「勤務時間上限に関す
る方針」や「働き方改革アクションプラン」に基づ
き、教職員の時間外勤務の削減と負担軽減を学校全
体として進めてきた。具体的には、まず、統合型校
務支援システムやマチコミメールの日常的な活用の
推進を主に以下のように勧めてきた。 
① 連絡・共有機能を使い、伝達・報告等につい
ては、即時掲載し、関係職員に共有するように
した。 

② 遅刻した児童が登校した場合、必ず連絡・共
有に情報を入れ確実に把握できるようにした。 

③ 保護者からの遅刻欠席連絡は、電話連絡では
なく、マチコミメールで知らせてもらうことを
徹底した。 

次に、教員業務支援員と教職員との調整支援を行
い、教員授業や児童の支援に集中できる体制を以下
のように整備した。 
① 業務依頼メモカードを準備し、内容や期限な
どが分かるようにした上で、依頼の際は必ずこ
のカードを利用するように促した。 

② 支援員に業務量の確認をし、余裕がありそう
なときには、連絡・共有に情報を入れ、作業依
頼をかけた。 

【支援員の机上に設置されているカード】 
さらに、時差出勤制度の導入に伴い、ワークライ

フバランスの改善につながるよう活用を図るように
勧めるとともに、取りやすい環境を整えるような周
知や環境整備に次のように努めた。 
① 自分が所属している学年や職種にかかわる職
員へ特に大きな問題はないかの確認をした上
で、教頭へ申し出る。 

② 時差出勤申請書への記入を前日までに済ませ
る。 

③ 管理職、事務、教務主任の確認印をもらい、
机上に時差出勤表示を立て、職員室前面黒板に
ネームカードを自分で貼る。 

④ 机上表示には時差出勤 A～Dのどれかを表示
し、関係職員が一目で体調予定の時刻が把握で
きるようにする。 

【机上に置かれた時差出勤表示】 
これらの取組により、主に退勤時刻を早めること

の選択に現在利用されている。現在進行形で進めら
れているが、導入当初より、教職員の意識変容につ
ながるという点で少しずつ利用者が増え、成果が見
られてきている。 
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 (3) 法令・制度理解の専門性 
  ◯ 労働基準法、勤務時間管理、服務監督など

の法的知識を正しく理解し運用する。 
  ◯ 文部科学省や県、市の方針を学校現場に適

切に反映する。 
  ◯ 教職員の健康管理や安全配慮義務に関する

知識も求められる。 
 
【西池小】「文部科学省や県、市の方針を学校現場
に適切に反映」 
  本校では、宮崎市の方針を受けて、２学期より
第６学年による一部教科担任制と第１学年から第
５学年による道徳科のローテーション授業を実施
している。一部教科担任制やローテーション授業
の導入については、教職員の専門性を活かした質
の高い授業が提供できることで、児童の理解度や
学習内容の定着の向上が期待できる。また、授業
準備や教材研究の効率化など教職員の負担軽減に
つながったり、複数の教職員が児童に関わること
で多面的な理解を深めたりできるというメリット
もある。一方で、時間割の調整の難しさや評価に
関する課題等がある。そこで、教頭としての関わ
りとしては、まずは導入前に、学年主任をメンバ
ーとしたプロジェクトチームで話合いを重ね、共
通理解を図った。導入後は、授業を参観したり、
実施しての感想等を教職員から聞き取ったりし
た。また、プロジェクトチームで実施状況を確認
し合ったり改善点や課題について話し合ったりし
た。次年度は、さらに学年担任制を導入すること
にしている。教職員の思いを大切にし、先進校の
取組等を参考にしたり、学校間での情報交換をし
たりしながら、本校の実情に応じた効果的な指導
の体制が構築できるようにしていきたい。 

  〇 成果 
年度途中からの取組であったが、教職員の

意見を聞いて協議を重ね共通理解したこと
で、スムーズに体制を整え実施することがで
きた。 

● 課題 
    今年度実施した結果をもとに改善点を探

り、来年度実施へ向けて、よりよい体制の
下、実施できるよう努めたい。 

 
 (4) 学校経営・教育ビジョンの統合力 
  ◯ 働き方改革を「単なる業務削減」ではな

く、「教育の質を高める経営改革」として捉
える。 

  ◯ 教育目標・学校経営計画に基づき、働き方
の改善と教育活動の充実を一体的に進める。 

 
【池内小】「PTA活動と教頭の関わり」 
〈PTA組織の現状と変化〉 
本校では、PTA活動を「任意加入の団体」である 

ことを改めて定義し、運営を行っている。これに
伴い、PTA組織のあり方に以下の変化が生じてい
る。 

〇  加入状況の変化: 全世帯加入ではなくな
り、会員・非会員が混在する形への移行 

〇 委員会の希望制導入: 従来の「一人一役」制   
を廃止し、やりたい人が参加する「希望制」
を採用 

〇 運営の工夫: 活動人数やリソースに変動が
あるため、従来通りの活動を維持するのでは
なく、実情に合わせた活動の取捨選択や柔軟
な運営 

 
〈教頭と PTAの新たな連携の形〉 
組織の任意化・スリム化に伴い、教頭としての関

わり方も「伴走・調整」へと変化している。 
① 全保護者参加型活動のマネジメント 
夏の奉仕作業や運動会ボランティアなど、学校
運営に直結する活動は、非会員を含む全保護者
に協力を仰ぐ形を継続している。教頭の役割と
しては、委員会と密に協議し、円滑な実施をサ
ポートしている。 

② 保護者主体の活動の尊重 
家庭教育学級やフェスタについては、これま

で通り「保護者の主体性」を重視した企画運営
を維持している。教頭の役割としては、基本的
には後方支援として、学校施設の使用調整や安
全管理の側面から助言を行う。 
 

〈今後の展望と教頭としての基本姿勢〉 
今後、本市においても、益々PTAの任意化・スリム

化が加速することが予想される。これを見据え、教
頭としての関わり方としては、 PTAの自律性を尊重
しつつ、学校と PTAのパイプ役として必要な情報提供
と調整を行うことや前例踏襲に捉われず、時代のニ
ーズに合わせた組織改革を柔軟にバックアップして
いくことが必要であると考える。 
 
４ 今後の課題 
  働き方改革は単なる「仕事の削減」ではなく、
学校を持続可能にする教育経営の変革ととらえ、 

  その中で教頭は、現場の実情を最もよく理解
し、改善を実行できる立場にある。 

  そういった視点から各学校の課題解決にむけた
教育実践に対する「教頭のかかわり」を読み解い 
ていくと、教頭業務の多面性は昔から維持しなが
らも、どのように業務を遂行するかという点につ
いては、時代や社会の変化とともに改善できるこ
とがわかった。 

  教頭の専門性とは、「人と組織を支え、教育の
質を高めながら、持続可能な学校運営を実現する 
力であると考える。大きな変革期を迎え、各学校
困惑した職員のなかで、どのように専門性を高  
め、すべての先生方がよりよい教育実践を生み出
す教育環境を築くか、学校を取り巻く有効なツー
ルを模索しながら、今後も継続した実践研究を積
み上げることが必要である。 

 


